
  

蒲郡市と株式会社イノベーションパートナーズとの包括連携に関する 

協定書 

 

蒲郡市（以下「甲」という。）と株式会社イノベーションパートナーズ（以下「乙」という。）

は、以下のとおり協定（以下「本協定」という。）を締結する。 

（目的） 

第１条 本協定は、甲及び乙のそれぞれが有する人的・物的資源を有効に活用して、地域の課

題解決に向けた活動等、地域の活性化を図ることを目的とする。 

（連携事項） 

第２条 甲及び乙は、前条の目的を達成するため、次に掲げる事項について、業務に支障のな

い範囲で連携して取り組むものとする。 
 

⑴ 関係人口の創出・拡大に関すること 

⑵ 観光振興に関すること 

⑶ 産業の活性化に関すること 

⑷ 企業誘致に関すること 

⑸ その他地方創生の推進に関すること 

２ 甲及び乙は、前項各号に掲げる事項を効果的に実施するため、定期的に協議を行うものと

する。また、具体的な連携内容については、双方合意のうえ、実施するものとする。 

（協定内容の変更） 

第３条 甲又は乙のいずれかが、本協定の内容の変更を申し出たときは、甲乙協議の上、必要

な変更を行うものとする。 

（守秘義務） 

第４条 甲及び乙は、この協定による事業に関して知り得た相手方の秘密情報を、相手方の事

前の書面による承認を得ずに第三者に開示し、又は提供等してはならない。なお、当該情報

の開示又は提供等に当たっては、条例の定めるところによるものとする。 

２ 甲及び乙は、本協定が理由の如何を問わず終了した後も、前項に定める守秘義務を負うも

のとする。 

（知的財産権の取扱い） 

第５条 甲及び乙は、この協定による事業において、知的財産権の対象となるべき発明又は考

案をした場合には、相手方に通知しなければならない。 

２ 前項の場合において、知的財産権の取得のための手続及び権利の帰属等に関する詳細につ

いては、甲乙協議の上、定めるものとする。 

（有効期間） 

第６条 この協定の有効期間は、締結日から令和７年３月３１日までとする。ただし、本協定 

の有効期間が満了する日の１か月前までに、甲又は乙が書面により特段の申し出を行わな

いときは、有効期間が満了する日の翌日から１年間本協定は更新され、その後も同様とす

る。 

(協議) 

第７条 本協定は、蒲郡市と事業者等との連携協定に関する実施要綱（令和４年１０月１日施

行。以下「要綱」という。）の定めに従うものとし、要綱の規定により協議を必要とする場

合又は要綱及び本協定に定めのない事項若しくはそれらの内容に疑義等が生じた場合は、

甲乙協議の上、決定するものとする。 

  

本協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲乙それぞれ署名の上、各自その１通を 

保有するものとする。 

 

令和５年１２月２０日 

甲 愛知県蒲郡市旭町１７番１号 

 

  蒲郡市 

蒲郡市長 

                 鈴 木 寿 明（署名） 

 

乙 東京都港区南麻布１－６－３０ 

 

株式会社イノベーションパートナーズ 

代表取締役  

                 本 田 晋 一 郎（署名） 
 


